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　We　grasped　primary　factors　to　have　an　influence　on　temperature－humidity
changes，　through　sires　I　of　multidimensional　quantification　method．　These
factors　are　not　oniy　the　types　of　populated　urbanization，　the　types　of
metorogical　conditions，　but　also　the　topography　of　city，　the　type　based　on
industrialized　or　co㎜erciaIized　city，　the　rate　of　land　covered　the　DID　area
around　an　observation　point　in　30　years　and　so　on．
　（1｝　On　temperature　change，　the　covering　rate　of　the　DID　area　around　an
observation　point　has　much　effect　in　non－snowfalI　cities．　And　the　type　of
populated　urbanization　and　meteorological　conditions　are　much　for　covering
rate　in　snowfall　cities．　（2｝On　humidity　change，　the　populated　　urbanization
and　the　topography　of　c　i　ty　have　influence　more　than　the　covering　rate．
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1．はじめに
　日本各地の主要都市では、人口都市化による市街
地の拡大や高密度化が進む中で、水面や緑地が減少
し、地表面が石質化され、他方で都市活動の活発化・
に伴ってエネルギー消費量が大幅に増加している。
この都市化の進展が自然環境による生態系循環シス
テムに影響を与えてくるため、都市気候の高温化や
減湿化を招いているという報告例は少なくない。
　筆者らは、既に各都市の人口都市化を人口集積度
と集積変化度から個別的に捉え、太平洋ベルト地帯
の都市では全般に高温化や減湿化がみられるが、北
海道や山間部では都市による湿度変化のばらつきが
激しいことなどを指摘してきた。また、文一1では
日本各地の気候条件の違いを考慮するために気候類
型を求め、積雪の有無によって都市の温湿度変化特
性に違いがみられ、人口都市化が激しい都市でも湿
度変化が少ない例があることなどを明らかにした。
　本報告は、以上の経過をふまえ、日本各地におい
て都市気候に影響を与える都市化環境要因をマクロ
的に解明することを目的としたものである。ここで
は、人口都市化類型を再検討し、温湿度変化との関
係にっいて整理した上で、都市の気候類型、産業都
市化類型、都市の地形分類、観測地点の水陸環境お
よびDID被覆度という都市環境要素を設定し、数量
化1類を用いて温湿度変化の要因分析を行った。
　分析都市は、気象台・測候所のある全国154都市
のうち1960年と1990年の5年移動平均気温・湿度が
算出可能な126都市とした。なお、都市の温湿度変
化は1960年と1990年の2時点間の単純差を用いた。
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2．人口都市化類型と気温変化
　各都市の人口都市化状況を都市人口の集積度と集
積変化度という側面から個別的に検討してきた。こ
こでは、人口都市化に関する都市分類を集約させる
ため、調査年を1960年と1990年とし、人［コ集積度や
集積変化度を示す人ロ系10指標のうち、相関が高い
指標を除いて主成分分析を行い、累積寄与率が8割
を超える第2主成分までを分類軸として採用した。
　図1に示すように、第1主成分にはDID人［コ増加
率、次いでDID人ロ密度やDID人ロ比、およびその
増加率などの寄与が全般に高いことからDlD地区の
人口集積度を表す軸と解釈される。また、第2主成
分には人口規模・人口密度が正に高く寄与し、DID
人口比増加率や人口増加率が負に寄与していること
から都市全体の人ロ都市化を表す軸と理解される。
　図1に第1一第2主成分平面上における各都市の
付置とクラスター分析を用いた類型の様子を、表1
に人口系指標の類型別平均値をそれぞれ示したが、
各類型の特徴としては、次のようなことがいえる。
　類型A・類型G・類型LはDID地区の人ロ集積が
著しく、すべての政令指定都市が含まれ、高密度市
街地が形成されている都市群である。類型B～類型
FはDID地区での人ロ集積が目立っ人口10万～50万
で、類型Fを除くとDID人口密度は平均で一40％台
の減少を示し、市街地の肥大化が進んでいる都市群
といえる。類型H～類型Kは、都市人口が減少して
いる都市群であり、類型HのみDID地区での集積が
みられるが、特に類型J・類型Kは過疎化が顕著な
市町村で、類型Jには1990年でもDID地区がない。
　図2は、人ロ都市化が激しい類型A・類型L・類
型Gと逆に人口減の類型1・類型J・類型Kにおい
て、30年間の気温差とその変化割合の関係を対比的
に示したものである。各類型とも気温差とその変化
割合とは直線的な強い相関関係を示し、人口都市化
が激しい都市群では気温上昇は大きく、人口減の都
市群では気温上昇は小さいが、北海道の都市では乖
離している。このように、都市の気温変化に人口都
市化が密接に関っていると理解されるが、さらに他
の都市環境要素を加えた検討が必要と考えられる。
　なお、都市の気候的要素を考慮するため作成した
気候類型において、人ロ都市化度と都市の温湿度変
化の関係を検討した結果にっいては、冒頭で述べた
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図1　第1一第2主成分得点による都市の付置
表1　人口都市化指標の類型別平均値
類型A類型B 類型C 類型D 類型E
1．人口規模（万人） 95．0 25．7 31．3 45．3 11．5
2．人口密度（人／K㎡） 20621314 983 2049 572
3．DID人口比（％） 89．0 74．1 73．8 80．2 64．8
4．DID人口密度（人／K㎡） 70165796533362244625
5．人口増加率（％） 184．3 24．1 46．5 45．3 17．3
6．DID人口増加率（％） 298．639．6 101．4 78．0 49．3
7．DID人口比増加率（％） 41．0 11．6 37．8 52．6 31．3
8．DID人口密度増加率（％） 一25．3 一43．3 一43．8 ～42．5 一46．
都市数 3 14 15 6 20
指標番号 類型F 類型G 類型H 類型1 類型J 類型K類型L
1． 27．7 96．6 8．7 3．7 1．1 1．6　466．1
2． 828 2116 480 344 146 65　9781
3． 75．3 76．6 52．五 41．9 一 48．8　98．1
4． 4865709045783948 一 3283　10630
5． 81．0 52．2 一4．6 一9．7 一23。4一31．2　36．6
6． 163．872．0 15．3一13．2 一 一　　50．6
7． 50．2 11．3 21．6 一1．4 一 一　　7．5
8． 一33．0 一26．7 一47．3 一52．7 一 一　一23．4
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図2　人ロ都市化類型別の気温差と気温変化割合
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文一1で報告済みである・この気候類型とは・図3
に示すように都市の温熱・寒冷特性と都市の水陸環
境を表す2軸により都市を類型化し、その地理的広
がりを包絡線で結んだものであるC類型1には豪雪
都市、類型H～類型Vには積雪のある都市・類型VI
～類型皿には日照時間が長い温暖な都市、類型IX～
類型XIには降水量が多い都市などが属している。
3．都市環境要素の設定
　都市の温湿度変化を人口都市化や気候類型という
観点だけでは十分に説明できない6そこで、以下の
都市の産業特性・地形的要素、および観測地点周辺
の水陸環境条件・市街化状況の4っを都市の温湿度
変化に影響を与える都市環境要素として設定した。
3．1　産業都市化類型
　都市化度を捉える指標としては、人口系指標の他
に産業特性を表す指標も考えられる。ここでは、各
都市における産業特性として工業集積度と商業集積
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図4　産業都市化類型の布置
度を表す指標をもとに、産業都市化類型を求めた。
　工業集積度は1990年の単位人口当たり工業出荷額
を、産業集積度は同じく単位人口当り小売販売額で
代表させた。各指標をZ値化しクラスター分析を用
いて類型化した都市の付置を示したものが、図4で
ある。各都市における産業都市化類型と人口都市化
類型の所属状況を代表的な都市名で表2に示した。
　類型aは工業集積度が特に高い都市群で、姫路や
浜松などが属している。類型dは商業集積度が特化
した都市群で、人口都市化も顕著な東京などが含ま
れている。類型bは工業都市の性格が強く、類型e
は商業都市の性格が強い都市群である。類型cは工
業集積・商業集積ともみられる都市群で、地方中核
都市の多くが属している。類型f、類型gは商業集
積・工業集積とも低い都市群で、特に類型gは工業
集積がほとんどみられない。類型fは奈良や長崎以
外は人口集積も低い都市群であり、類型gもすべて
人口都市化がみられない人口減の都市群である。
表2　産業都市化類型と人口都市化類型の関係
類型a 類型b 類型c 類型d 類型e 類型f 類型9 合計i都市）
類型L 一 横浜 名古屋 東京蜊 一 一 一 4
類型A 一 一 一 一 札幌 奈良 一 2
類型G 一 一
京都・
L島
_戸
一
仙台
F本
汢ｪ
一 一 6
類型F 一
苫小牧
蝠ｪ 宇都宮 一
帯広
ﾞつ
ｼ山
一 一 6
類型D 浜松 和歌山 一 一
新潟rmｭ児島 長崎 一 6
類型C 姫路
福島
F谷
O島
岡山
ﾃ岡
ｷ野
ｿ島
水戸
旭川
ﾂ森
ｷ岡’
H田
R形
一 一 14
類型B 一
呉下関
釧路
O橋
x山
熨?
ﾃ
甲府
oｼ
函館
?訣
ｲ賀
名瀬
ｲ世保 一 14
類型E 一
石巻
ｪ戸
?c
若松
ｹ取
ﾖ賀
ｼ本
高山
岩見沢
ｼ江
ｯ萌
汕苟
ｼ4都市
一 室戸岬 17
類型H
伏木
忠ﾍ
纐
室蘭
ｬ名浜
苺ﾊ
＆ヱ
ｼ4都市
新庄
ﾃ山sc
ﾄ子
一
稚内
ﾑ塚
F和島
s城
輪島
勝浦 22
類型1 諏訪ｽ度津
根室
?h
F本ｫ
豊岡 一
網走
l田
l吉
潮岬
ｵ原
羽ﾃ
麹
牛深
15
類型J 一 雄武 一 河口湖
大島
y井沢
八丈島
ｼ郷
h毛
寿都
[浦
ｼ5都市
14
類型K 羽幌}幸
浦河
L尾
阿久根
寛q島 6
合計
i都市） 7 25 23 7 37 15 12 126
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3．2　都市の地形分類
　都市の置かれた地理的な水陸環境から、都市域が
海に面する場合を臨海部とし、海に面しない場合を
内陸部とした。そして、臨海部は1方向のみ海に面
する都市と2方向以上海に面する都市に大別した。
次に、都市の地形的な立地条件として、谷間・斜面
・平地という要素の組合せによって内陸部を3タイ
ブに、臨海部を5タイプに分類した。表3には、こ
の地形的要素による各タイプの全都市名を示した。
3．3　観測地点の水陸環境分類
　気温測定において河川から直接影響を受ける距離
は、概ね500mが限界という測定報告がみられるの
で、この値を観測地点の水陸環境分類に使用した。
　図5に示すように、まず観測地点の移転の有無に
よって分け、移転なしの場合は観測地点半径500m
内の海や河川・山など水陸環境の状況から4タイプ
に、移転ありの場合は移転前後の半径500m内にお
ける水陸環境変化の大小から2タイプに分類した。
表3　都市地形の分類
カテゴリー 都市名
1 倶知安新庄　白河　秩父河口湖　飯田
谷間 諏訪軽井沢高山　上野　豊岡　　津山
飯塚　人吉　日田
内陸 札幌　旭川岩見沢盛岡　仙台　　山形
斜面と平地 福島宇都宮前橋　金沢　甲府　　長野ｼ本　岐阜　浜松　三島　京都　　奈良
鳥取　熊本　都城　’
平地のみ 水戸　熊谷　富山　伏木　福井　　佐賀
留萌　紋別　江差　寿都　羽幌北見枝幸
雄武　浦河　広尾　深浦　酒田　　勝浦
斜面 輪島　敦賀　網代石廊崎舞鶴　宇和島
室戸岬宿毛　平戸　厳原阿久根　名瀬
種子島屋久島1方向
ﾌみ海 釧路苫小牧青森　八戸　むっ　　石巻
斜面と平地 小名浜高田　静岡　　津　　姫路　　洲本
臨海 和歌山松江　岡山　広島　　萩　　高松
松山　高知　福岡　大分
平地のみ 室蘭　東京　新潟名古屋大阪　　米子ｫ　多度津枕崎
函館　帯広　網走　稚内　銚子　　大島
2方向
ﾈ上海
斜面 八丈島横浜　相川　尾鷲　神戸　　潮岬l田　西郷　　呉　　下関　長崎　佐世保
牛深　油津鹿児島
斜面と平地 根室伊良湖徳島
　　　　灘芒・Lジ1ぽ
　　　　　　　　　　　海・河川と山なし
　　　　灘㌻一［鴎鑛勤難尖：こ：
　図5　観測地点500m内の水陸環境
　3．4　観測地点のDID被覆度
　　1960年と1990年における観測地点半径500m内の
　DID地区の有無とその変化に着目し、図6に示すよ
うに観測地点のDID被覆度を6タイプに分類した。
　　［内・内一DIDのみ］は、1960年・1990年とも観
測地点半径500m内がすべてDID地区である。　［内
　・内一DIDと自然］は、2時点とも観測地点周辺は
　DID地区であるが、1990年でも周辺に海・河川・山
　・田畑などが含まれている。［外・内一DIDのみ］
は、観測地点周辺は1960年にはDID地区ではなかっ
たが、1990年になるとすべてDID地区に変化してい
る。［外・内一DIDと自然］も観測地点周辺がDID
地区に変化しているが、海や山または田畑などがま
／だ周辺に含まれている。［外・外一DID侵入］は、
観測地点が1960年ではDID地区外となっていたが、
1990年になると市街地が拡大して一部にDID地区が
侵入している。　［外・外一自然のみ］は、観測地点
が室戸岬のように市街地から離れた場所にある。
〆漣
冥：?f
［内・内一DIDのみ］
［外・内一DIDのみ］
一82一
砲’劾o
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［内・内一DII）と自然コ
［外・内一DIDと自然］
　［外・外一DID侵入］　　　　　　［外・外一自然のみ］
図6　観測地点500m内におけるDID被覆の変化
4．都市の温湿度変化の規定要因　　　　’
　1960年の5年移動平均と1990年の5年移動平均の
温湿度差を被説明変数とレ・前述した6つの都市環
境要素を説明変数として、数量化1類による要因分
析を行った。その際、気候類型において積雪の有無
によって温湿度変化特性がかなり相違していたこと
から、積雪の有無により都市群を分けて分析した。
4．1　気温変化の規定要因
　図7と図8に、積雪の有無による各都市群におい
て、該当する都市の各アイテムのカテゴリーを使用
した数量化1類の結果を示した。積雪ありが0．72、’
積雪なしが0．86という高い重相関係数が得られた。
　積雪ありでは、観測地点のDID被覆度が最も強い
規定力を示し、人口都市化類型や気候類型と続く。
アイテム カテゴリー
カテゴリースコア
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1．30
|0．63
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図7　気温変化の規定要因（積雪あり）
各アイテムにおけるカテゴリーの影響度をみると、
DID被覆度では［外・内一DIDのみ］が正に［外・
外一自然のみ］が負に、人口都市化類型では類型A
が正に類型Kが負にそれぞれ高く寄与している。
　積雪なしでは、産業都市化類型や人口都市化類型
の規定力に比べて、観測地点のDID被覆度の規定力
が突出して目立っている。またDID被覆度の各カテ
ゴリーの影響度も積雪ありの場合と類似している。
4．2　湿度変化の規定要因
　図9と図10には、気温変化と同様に積雪の有無別
に数量化1類を行った湿度変化の結果を示した。重
相関係数は気温変化より多少低い値となっている。
　積雪ありの規定力は、人口都市化類型や都市地形
が最も強く、次いでDID被覆度となる。カテゴリー
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図8　気温変化の規定要因（積雪なし）
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図9　湿度変化の規定要因（積雪あり）
の影響度では、人口都市化類型では類型Dが負に高
く寄与し、減湿化が著しい都市群といえる。また都
市地形では、2方向以上の臨海部が正に高い寄与を
示し、海面が減湿化を緩和する影響が理解できる。
　積雪なしでは、人口都市化類型や気候類型などの
影響もうかがえるが、DID被覆渡の規定力が非常に
強い．被覆度では［外・内］が負に［外・外］が正
に寄与し、被覆状況の大小による影響が著しい。
5．まとめ
（1｝人口系指標を都市内部の人口集積度と都市全体
の人口都市化の2軸に集約させた都市類型では、人
口都市化が激しい類型で高温化が、緩やかな類型で
変化が少ない傾向が明らかになり、都市の人口集積
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　　　図10　湿度変化の規定要因（積雪なし）
と気温変化は密接な関係にあることが理解できた。
②　気温変化と都市環境要素との関係は、①観測地
点のDID被覆度が最も強い規定力を示し、特に積雪
なしで突出しており、地表面の被覆による影響が顕
著といえ、②積雪ありでは人口都市化類型や気候類
型がDID被覆度に匹敵する規定力を示している点が
積雪なしとは異なる、③高温化に人口集積や商業集
積などの影響がうかがえる、ことなどが判明した。
（3｝湿度変化の場合には、①観測地点のDID被覆度
の規定力が全般に強く、特に積雪なしで目立っ点は
気温変化とほぼ類似している、②積雪ありではDID
被覆度より人口都市化類型や都市地形の方が規定力
が強い、③海面など自然環境が都市の減湿化を緩和
する影響を及ぼしている、ことなどが把握できた。
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